
１．はじめに

　現在，ワンマン運転を実施している列車では，旅客の
安全確認はプラットホーム上に設置されているホームミ
ラーを使用した運転士の目視によって行なわれている。
　これに対して近年，運転士による安全確認の支援を目
的として，車両測面カメラを搭載した車両の運用が一部
ワンマン運転区間で始まっている。このような区間では，
車両側面カメラにより得られた映像を運転台に表示し，
乗務員はこの映像を見ることでホーム上の安全確認を
行っている。また，将来的にこれらを活用した長編成ワ
ンマン運転や自動運転などの運用を踏まえ，映像の目視
だけでなく画像処理技術を用いた安全確認支援技術の需
要が高まっている。
　鉄道総研ではこれらの背景を踏まえ，安全性のさらな
る向上を目指して，車両側面カメラの映像に対して画像
処理を施すことで，人物の接近位置情報をリアルタイム
で取得し，運転士に通知することでホーム上の安全確認
を支援するシステム（図 1）の開発を行った１）２）３）。本
システムにより，ドア開閉時の安全確認の負担が軽減さ
れるだけでなく，ホーム進入時や出発時などの運転士が
カメラの映像のみを注視することが難しいタイミングで
も安全確認の支援が可能となる。本稿では，この提案す

る車両側面カメラによる安全確認手法について試作装置
による試験結果とともに報告する。

２．車両側面カメラの概要

　車両側面カメラは，車両の前後左右の 4箇所に設置さ
れており，車両進行方向に対して，車両の後方から前方
を監視するカメラ（左右）と，車両の前方から後方を監
視するカメラ（左右）がある。車両を真上から俯瞰した
図を図 2に示す。丸のシンボルがそれぞれ車両側面カメ
ラを表しており，三角はカメラが監視している領域を示
している。また，車両が同図上方向に走行するとした際
に，青い丸が，車両後部に設置したカメラ，オレンジ色
の丸が車両前方に設置したカメラである。
　運転台に表示するカメラ映像は，車両の進行方向に対
して，前方から後方を撮影する映像を表示している。車
両が駅に停車し，ドアが開くとカメラ映像が表示され，
発車後設定した速度に達すると表示がオフとなる。また，
表示される映像はドアが開閉された側（ホーム側）のカ
メラが表示されるようになっている。
　次に，実際の車両側面カメラ設置状況の例を図 3に示
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す。それぞれのカメラの設置条件は，車両ドアの高さ程
度に設置されており，斜め下に向けてプラットホーム全
体を監視できるような俯角，画角で設置されている。

３．提案する安全確認手法

3. 1　装置構成
　装置構成を図 4に示す。図 4中，青の実線で接続さ
れている部分は，車両側面カメラを搭載した車両に既に
設置されている設備である。本稿で提案する安全確認支
援システムは，同図中の紫の線で示した処理装置（GPU
搭載）と表示装置の 2つの機器を追加設置して接続する
構成となる。
　本装置構成では，搭載された車両側面カメラシステム
に対して装置を追加設置する形となるため，大規模な改
修等は不要である。
　処理装置については，人物の接近をリアルタイム検知
する必要があるため，計算量の多い画像処理に適した
GPU（Graphics Processing Unit）を搭載したものを使用

する。この処理装置によって，車内のネットワークを介
してカメラ映像を受信し，映像に映る人物の接近状態を
算出，さらに注意／危険（停止）の情報を表示装置へ送
信する。
　表示装置では，受信した情報をもとに運転士に注意／
危険（停止）の表示を行う。ここで，運転士への通知は，
さまざまな方法が考えられる。本開発では，表示装置を
3種類試作した（図 4 右）。試作した表示装置は，いず
れもリアルタイム表示が可能である。

3. 2　安全確認アルゴリズム
　提案する安全確認アルゴリズムの処理の流れを図 5
に示す。以下にこの流れに沿ってアルゴリズムの内容に
ついて述べる。
①　カメラ映像入力
　　  　カメラ映像をネットワークを通じてリアルタイム
で取得する。カメラ映像の解像度は 1,280× 720 
pixelあるいは 960× 540 pixel程度を想定しており，
カメラの設置方法に対応して映像が正しい方向にな

図３　車両側面カメラの設置状況の例

図４　車両側面カメラを用いた安全確認手法の装置構成

図５　安全確認アルゴリズムの処理の流れ
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るようにプログラム側で適宜回転補正を行う。
②　人物検知
　　  　取得されたカメラ映像に対して，ディープラーニ
ングによる人物検知を行う。検知された人物を外接
矩形で囲み，この外接矩形の底辺中心を人物の立っ
ている足元座標として算出する。実際の検知の様子
を示したものが図 6（a）である。赤い枠線が外接
矩形であり，緑の点が足元座標である。

③　点字ブロックによる座標変換
　　  　人物検知された映像に対して，射影変換４）を用
いて，実距離と対応したホーム俯瞰画像を作成する。
ホーム俯瞰画像中の足元座標が，人物の位置となり，
人物と車両の離隔距離の算出が可能となる。実距離
と対応する射影変換を行うためには，サイズが既知
である視覚障害者誘導用ブロック（以下，点字ブ
ロック）数個分の四角形を画像中で探索し，これを
基準として変換式を計算する。この探索は，事前に
手作業で行う必要があるが，車両側面カメラの設置
位置が変わらない限りは一度行えばよく，駅のホー
ム高さが一定の基準で保たれていれば，駅ごとに設
定する必要もない。最後に射影変換を行うと図 6
（b）のように俯瞰画像が得られる。また，必要に
応じて，レンズや設置位置に対する座標の補正処
理３）を行う。

④　2カメラ連携処理
　　  　2台のカメラを使って，車両長である約 20mに
おける 3ドアの範囲の安全確認を行うため，これら
の連携処理を行う。2台のカメラの検知領域を図 6
（c）のように車両の半分より少し長い範囲を設定
する。これは，カメラに対して人物が遠いほど位置
算出精度が低下することから，それぞれのカメラに
対して近い領域側を検知対象としたものである。ま
た，2台のカメラの両方の検知領域が重複する部分
が車両の中央ドア付近に存在するように設定し，境
界付近で検知漏れが発生することを防ぐ。この時，
両方の検知領域が重なる部分について，同じ人物を
二重に検知する可能性があるが，見落としを防ぐ観
点からは安全側の誤差であり，問題がない。

⑤　座標による接近判定
　　  　一般的には，点字ブロックの内側は安全，点字ブ
ロック上は注意，点字ブロックの外側は危険（停止）
といった考え方がある。しかし，本質的には危険な
状態とは人物が車両に接近している状態であるた
め，判定に関して点字ブロックの内外を基準とする
のではなく，車両と人物の離隔距離を基準とする。
例としては，車両から 100cm（車両とホームの隙
間 20cm+ホーム端から点字ブロックまでの距離
80cmと想定）までを危険（停止）領域，100cm～

140cm（内方線付き点字ブロックの幅 40cmを想
定）を注意領域，それ以外を安全領域とする基準が
考えられる。そのほかにも，車掌の安全確認の分析５）

による基準も考えられる。
⑥　警報出力
　　  　⑤の判定結果に基づいて，リアルタイムで運転士
に警報などの通知を行う。

　上記のアルゴリズムをフレームごと実行し，人物の接
近を車両側面カメラから判定，その結果を運転士に対し
て通知することで，安全確認の支援が可能である。

図６　安全確認アルゴリズム
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４．安全確認アルゴリズムの精度評価

4. 1　屋内実験による位置算出精度評価方法
　3章で述べたアルゴリズムによる処理の精度評価を行
うため，1台のカメラを使用して屋内での実験を行った。
実験環境を図 7に示す。この実験環境では，床面をホー
ム，壁面を車両側面として模擬しており，カメラ位置を
原点として車両接近方向を x軸，車両奥行方向を y軸と
する座標系を床面上に定義した。この床面座標のうちグ
リッドの交わる 12点に人物を模擬したマネキンを一体
ずつ順に設置し，人物の検出位置の精度評価を行った。
　設置したカメラの高さは床面から 1.98mであり，実
際の車両側面カメラのホームからの高さを模擬してい
る。俯角（床面への角度）は 36.8°，水平角（壁面か
らの角度）は 16.6°であり，画角は垂直画角 96.0°，
水平画角が 60.5°である。また映像サイズは 540×960 
pixelとした。明るさについては，照度計によって測定し，
6~27 lxであった。これは，JIS照度基準（JIS Z 9110）６）

に示されている，夜間の上屋根の無い駅ホームの明るさ
程度である。
　射影変換の変換行列を求めるために使用する点字ブ
ロックは内方線付きの 40cm×30cmとし，この点字ブ
ロック 8個を囲む 4点を入力パラメータとして使用した。

4. 2　人物と車両との離隔距離の算出誤差
　カメラに対する，y軸方向の距離を 2.0m，7.0m，12.0m
の 3段階に分け，各段階に 4点ある計測点でそれぞれ
100フレームずつ計 400フレームに対する車両との離隔
距離算出の平均誤差と最大誤差を求めた結果は，図 8の
ようになる。この結果から，人物の距離が離れるほど精

度が低下し，車両長の半分である 10mより少し遠い 12m
までを検知範囲と仮定すると，最大で 22cmの誤差が発
生することとなる。内方線付き点字ブロックの幅が 40cm
であるので，最大誤差はその半分の 20cm程度となる。
これは，点字ブロックを基準としたとき，誤差が最大時で
も点字ブロックの半分程度まで侵入すればその侵入を検
知できることを示している（図 9）。すなわち，20cmの誤
差でも点字ブロックの外側に侵入する前までに，検知が
可能であり，実用可能な精度であると考えられる。

５．安全確認支援システムの試作装置

5. 1　表示装置の試作
　検知された結果を運転士に通知するため表示装置の試
作を行った。図 10（a）の表示装置は，文字と音で通知
を行い，大きさは 250× 100× 150mmである。運転台へ
の設置においては，さらに小型のほうが良い場合がある
と考え，図 10（b）のような光と音で通知を行う小型表示
装置の試作を行った。大きさは，60× 20× 30mmである。
最後に図 10（c）のような，ディスプレイ型表示装置の試
作も行った。これは，カメラ映像上の人物を通知するだ

図７　精度評価のための実験環境

図８　車両との離隔距離の算出誤差

図９　最大算出誤差に対する人物の接近状態

図10　試作した表示装置
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けでなく，ホームを俯瞰から見た際の人物の座標を表示
することで，より直感的に人物接近の把握が可能となる。

5. 2　試作装置の動作確認試験
　試作装置の動作確認を行うため，屋内，屋外の両方で
試験を行った。まず，図 11（a）のように，屋内でホー
ム環境を模擬した試験を鉄道総研内で行い，リアルタイ
ム（10fps）で正常に動作することを確認した。次に，
図 11（b）では，鉄道総研の所有する駅環境を模擬した
屋外設備を使用し，屋外（上屋根あり）の日差が差し込
む環境下でも正常に動作することを確認した。

5. 3　車両側面カメラシステムとの非干渉性確認試験
　本支援システムは，車両に搭載されている既存の車両
側面カメラシステムに対して追加することで，Ethernet
を通じて映像を取得している。この時，カメラに対して
は，既存の映像表示システムと本試作装置の両方から映
像を要求する形となる。この場合にも，干渉せずに正常
に動作可能であることを試験によって確認した。図 12
のように，タブレット上の画面が本来の車両側面カメラ
システムによる表示画面であり，PC上の映像が本試作
装置の映像である。どちらも正常に動作し，システム同
士が干渉しないことを確認した。
　また，表示画面や試作装置を途中で ON/OFFしても，
相互に影響がないことを確認した。

5. 4　実車両による走行試験
　試作装置の現車での動作確認を行うため，実車両によ
る走行試験を実施した。試験では，JR九州　鹿児島本
線（熊本～八代）を試運転列車（815系）として走行し，
駅に停車した際に動作確認を行った（図 13）。
　試験で使用した列車は 2両編成であり，1両あたり4台の
カメラが設置されている。ホーム停車時に試作装置で処理
するカメラは 2両分のホーム側である計 4台である（図 14）。
　また，運転台には小型表示装置（図 10（b））とディ

図11　鉄道総研内での動作確認試験の様子

図13　815系の試運転列車（人物は試験関係者）

図14　試運転列車のカメラ設置位置

図12　非干渉性確認試験（人物は試験関係者）
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スプレイ型表示装置（図 11（c））を試験的に設置した。
試験時の運転台の様子を図 15に示す。実際の駅で試験
要員の人物が接近した場合にも，試作装置がリアルタイ
ム（10fps）で正常に動作することを確認した。
　最後に，列車が駅に進入して停車するまでの動いた状
態においても，図 16に示す通り，検知可能であること
を確認した。

６．まとめ

　本稿では，ワンマン運転における運転士の支援を目的
として，車両側面カメラを用いた安全確認手法の提案を
行った。具体的な手法としては，ディープラーニングに
よる人物検知と実距離に対応した射影変換を組み合わせ
ることによって人物と車両の離隔距離を算出した。これ
により，運転士の安全確認の支援を可能とした。提案し
た手法による検知精度の評価実験を行ったところ，人物
と車両の離隔距離は誤差 20cm程度であり，点字ブロッ
クの外側に進入する前に検知可能であることを確認した。
　また，試作装置を製作し，屋内外での試験および実車両
による走行試験を実施し，正常に動作することを確認した。

　今後は，車載装置化および検知対象の拡大（車いすや
ベビーカーなど）を行い，実用化に向けて検討を進める
予定である。
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図15　実車両による走行試験の様子（人物は試験関係者）

図16　駅進入時の検知の様子（人物は試験関係者）
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